
    千葉市産休等代替職員制度実施要綱  

 

 （目的）  

第１条  この要綱は、産休等代替職員の雇用に係る手続等について定め、

その雇用の促進を図ることにより、産休等職員の福利厚生の向上に資す

るとともに、当該産休等職員の勤務する施設における入所者等の適正な

処遇を確保し、もって社会福祉の増進に寄与することを目的とする。  

 （定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。  

 (１) 社会福祉法人等  社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第３１条

の規定により設立された社会福祉法人（民間保育園、民間認定こども

園、小規模保育施設、事業所内保育施設及び家庭的保育施設（以下「民

間保育施設」という。）にあっては民法（明治２９年法律第８９号）

第３４条の規定により設立された財団法人及び私立学校法（昭和２４

年法律第２７０号）第３条の規定により設立された学校法人等、市が

その設置を認可した民間保育施設の設置者である法人等を含む。）を

いう。  

 (２) 産休等職員  社会福祉法人等又は本市が設置する社会福祉施設（本

市内に存する次の表の施設種別の欄に掲げる施設に限る。）の常勤の

職員（次の表の職種の欄に掲げる職員であって、当該施設の措置費等

（保育所に係る委託費、施設型給付費及び地域型保育給付費）に算入

されている等国庫補助対象職員であるものに限る。）のうち、出産の

ため又は疾病若しくは負傷による継続して３１日以上の療養のため休

暇を取得する者で、その期間中賃金又は給与の全額の支給を受けるも

のをいう。  

 

施   設   種   別 職       種  

母子生活支援施設、民間保育施

設、乳児院、児童養護施設、一時

保護所  

保育士、保育教諭等、看護師、保

健師、指導員（児童指導員、生活

指導員、職業指導員、母子指導員

その他の指導員）、セラピスト（作



業療法士、理学療法士その他のセ

ラピスト）、栄養士、調理員  

 

 (３) 産休等代替職員  産休等職員の休暇中にその職務を行わせるため、

臨時的に雇用される者をいう。  

 （登録）  

第３条  産休等代替職員としての雇用を希望する者で、前条第２号の表に

掲げる職種に係る必要な免許を有するものは、千葉市産休等代替職員登

録申請書（様式第１号）を市長に提出して登録の申請をしなければなら

ない。  

２  市長は、前項の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、

適当と認めたときは、当該申請者を千葉市産休等代替職員登録簿（様式

第２号。次項において「登録簿」という。）に登録するものとする。  

３  市長は、登録簿を社会福祉法人等に閲覧させるものとする。  

 （雇用）  

第４条  社会福祉法人等又は本市は、次の各号に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める期間を雇用期間として産休等代替職員を雇用する

ものとする。  

 (１) 産休等職員が出産のため休暇を取得するとき（次条第２項第１号に

おいて「産休のとき」という。）  当該産休等職員の出産予定日以前

８週間（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）に当たる日から出産の

日後８週間を経過する日までの期間内において休暇を継続する期間  

 (２) 産休等職員が療養のため休暇を取得するとき（次条第２項第２号に

おいて「病休のとき」という。）   当該産休等職員が休暇を開始し

て３０日を経過した日から起算して６０日を経過する日までの期間内

において休暇を継続する期間  

２  前条の規定による産休等代替職員の雇用は、次に掲げる順序に従い行

うものとする。なお、雇用に際しては、健康診断書を徴する等により、

その者の健康状態に留意するものとする。  

 (１) 当該職種に係る必要な免許を有する者であって、第３条第２項の規

定による登録を受けているもの  

 (２) 前号に掲げる者が通勤の事情その他やむを得ない事由により雇用で



きないときは、当該職種に係る必要な免許を有する者であって、第３

条第２項の規定による登録を受けていないもの  

 (３) 市長が前２号に掲げる者が雇用できない特別の事由があると認めた

ときは、児童等の保護に従事したことのある者、保育士試験の科目の

一部に合格した者その他の児童等の保護に熱意を有し、かつ、心身と

もに健全である者  

 （社会福祉法人等の雇用手続）  

第５条  社会福祉法人等が産休等代替職員を雇用しようとするときは、千

 葉市社会福祉法人等産休等代替職員雇用承認申請書（様式第３号。次項

 において「申請書」という。）に、次に掲げる書類を添付して市長に提

 出しなければならない。  

 (１) 産休等職員の出産予定日の記載された妊娠証明書又は療養に要する

期間の記載された医師の診断書  

 (２) 産休等代替職員を前条第２項第２号の規定により雇用しようとする

ときは、当該職種に係る免許証の写し  

 (３) 産休等代替職員を前条第２項第３号の規定により雇用しようとする

ときは、無資格保育士等の産休等代替職員雇用承認申請書（様式第４

号）  

２  前項の規定による申請書の提出期限は、原則として次のとおりとする。 

 (１) 産休のとき  産休等代替職員を雇用しようとする日（次号において

「雇用予定日」という。）の１月前の日  

 (２) 病休のとき  雇用予定日の１０日前の日  

第６条  市長は、前条第１項の規定による申請を受けた場合は、その内容

を審査し、適当と認めたときは、当該産休等代替職員の雇用を承認し、

千葉市社会福祉法人等産休等代替職員雇用承認通知書（様式第５号）に

よりその旨を当該申請者に通知するものとする。  

２  前項の規定による通知を受けた社会福祉法人等は、当該産休等代替職

員を雇用するものとする。  

 （届出）  

第７条  前条第２項の規定により産休等代替職員を雇用した社会福祉法人

等は、次の各号の一に該当するときは、速やかにその旨を市長に届け出

るものとする。  



 (１) 産休等代替職員の雇用期間中に産休等職員が復職し、又は退職した

とき。  

 (２) 産休等代替職員が退職したとき。  

 （経費の補助）  

第８条  市長は、社会福祉法人等に対し、別に定めるところにより、この

要綱に基づき当該法人等が行う産休等代替職員の雇用に要する経費につ

いて、補助金を交付する。  

 （本市の雇用手続等）  

第９条  本市の産休等代替職員の雇用手続等については、別に定める。  

 

   附  則  

１  この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。  

２  千葉市産休等代替職員制度実施要綱（平成４年４月１日施行）は、廃

止する。  

 

   附  則  

  この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。  

 

   附  則  

  この要綱は、平成１２年９月２１日から施行する。  

 

   附  則  

  この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、平成１５年６月１日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行し、平成１８年度分の  



 予算に係る補助金から適用する。  

 

附  則  

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。  

 

 附  則  

  この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  

 

 附  則  

  この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

 

 附  則  

  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  

 


